
都道府県財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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将来負担の健全度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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分析欄

東京都は、都道府県の中で、

①　府県としての機能のほかに、全国で唯一、特別区の区域において大都市の機能を併せ持つ団体であり、この大都市機
能を有することが財政にも大きく影響する。
②　人口や財政規模が他の道府県と比べて突出して大きい。

という特徴を有しており、他の道府県との財政比較は困難です。

　なお、東京都の財政分析や予算など、財政情報の詳細については、東京都財務局ホームページをご参照ください。

東京都財務局ホームページ　http://www.zaimu.metro.tokyo.jp/syukei1/index.html


